
（平成２３年３月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 30 件

国民年金関係 17 件

厚生年金関係 13 件

年金記録確認広島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                    

  

広島国民年金 事案 1130 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年  月 日 ： 昭和 48年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成５年３月 

私は、国民年金の加入勧奨のハガキが届いたので、Ａ市Ｂ区役所に、申

立期間に係る国民年金保険料を納付する必要があるのかを電話で問い合わ

せた後、母親に付き添ってもらい同区役所へ行き、窓口で再度、説明を受

け、その場で１万円ぐらいの国民年金保険料を納付したことをはっきりと

覚えているので、申立期間が納付済みとされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間以外の国民年金加入期間については全て納付している上、

申立人が納付したと主張する国民年金保険料の金額は、申立期間当時の国民年

金保険料とおおむね一致している。 

また、申立期間当時、Ａ市では、国民年金の加入勧奨のハガキを送付してい

たこと、区役所で国民年金の加入手続及び国民年金保険料の収納業務を行って

いたことが確認できる上、申立人は、「Ａ市Ｂ区役所の年金係において、平成

５年４月に就職するが、学生である同年３月の保険料を納付しなければならな

いのかを確認したところ、担当者から、法律が変わって学生でも保険料を納付

しなければならなくなった旨の説明を受けたので、国民年金保険料を納付し

た。」と区役所職員とのやり取りを具体的に記憶しており、平成３年４月１日

から学生が国民年金に強制加入することとなったことを踏まえると、申立人の

主張に不自然さはみられない。 

さらに、申立人の母親は、申立期間当時、申立人に付き添ってＡ市Ｂ区役所

に出向いた記憶があるとしている上、申立期間当時、申立人と同居していた家

族の中には申立人以外に国民年金の強制加入対象者はいなかったことから、申

立人が同区役所に出向いたのは、申立人の国民年金保険料を納付するためであ



                    

  

ったと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                    

  

広島国民年金 事案 1131 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年 12 月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成２年 12月 

私は、平成２年 12月頃に会社を退職したことから、再就職するまでの間

は国民年金に加入しなければならないと思い、Ａ市Ｂ区役所に行って、転

居に伴う届出を行うとともに、国民年金の再加入手続及び住所変更手続も

行った。 

後日、同区役所の窓口で保険料を納付したにもかかわらず、申立期間が

納付済みとされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成２年 12 月頃にＡ市Ｂ区役所で国民年金の再加入手続及び住

所変更手続を行ったと申し立てているところ、申立人が所持する年金手帳の国

民年金の記録欄には、同年 12月 11日に第 1号被保険者となったことを示す記

載が、また、住所欄には、同年 12 月６日に住所変更が行われた記載がそれぞ

れ確認できることから、申立内容は基本的に信用できる。 

また、申立期間は１か月と短期間である上、申立人は、申立期間の前年に、

共済年金から国民年金への切替手続を適正に行うとともに、当該期間の国民年

金保険料を納付していることから、申立人の年金に対する意識は高かったもの

と考えられ、前述の申立人の主張を踏まえると、申立期間についても、厚生年

金保険から国民年金への切替手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付し

たと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                    

  

広島国民年金 事案 1132 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年４月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 46年４月から 47年３月まで 

   私は、昭和 43 年３月に高校を卒業後、家業を継ぐため、同年４月から家

族の所有船に乗ったが、船員保険には加入していなかったため、私が 20 歳

になった時に、母親が国民年金の加入手続を行うとともに、集金に来ていた

地区の区長に、私の給料の中から保険料を支払っていたにもかかわらず、申

立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の保険料が全て納付されている

上、申立期間当時、申立人と同居していた両親及び弟は、国民年金加入期間の

保険料を完納しており、申立人の保険料を納付したとする申立人の母親の納付

意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の国民年金の任意加入者の資

格取得に係る処理日等により、昭和 50 年４月頃に申立人の弟と連番で払い出

されたものと推認され、申立人の主張とは異なるものの、この時点で、申立期

間の保険料は、当時実施されていた第２回特例納付により納付することが可能

であったところ、国民年金被保険者台帳によれば、申立人は申立期間前後の保

険料を第２回特例納付により納付していることが確認できる上、申立人の弟も、

20 歳到達後の期間を第２回特例納付により納付していることが確認できるこ

とから、申立人の保険料を納付したとする申立人の母親が、12か月と比較的短

期間である申立期間の保険料のみをあえて納付しなかったとは考えにくい。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料を集金に来ていた地区の区長に納付し

ていたと主張しているところ、当時、申立人が居住していたＡ市は、「昭和 50

年代当時、申立人が居住する地区に集金組織があり、特例納付を含む国民年金



                    

  

保険料を集金していた。」と回答している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



 

 

広島厚生年金 事案 1952 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 43 年３月 31 日に厚生年金保険被保険者資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められるこ

とから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万 2,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年３月 31日から 43年３月 31日まで 

私は、高校を卒業後、昭和 41 年４月にＡ事業所に就職し、専門学校に通

学しながら、見習いとして 43 年３月まで勤務したが、厚生年金保険の資格

喪失日は 42 年３月 31 日となっており、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無いことに納得できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る申立ての事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、

申立人の資格喪失日は昭和 42年３月 31日と記載されている。 

しかしながら、申立人に係る当該被保険者原票を見ると、上記資格喪失日

後の昭和 42 年 10 月１日時点の標準報酬月額（１万 2,000 円）が記録されて

いるとともに、申立人が 42 年 10 月１日から健康保険の医療費の一部負担金

の免除対象者であったことを意味する「42.10.1 免」の表示がある上、事業

主から返納された申立人の健康保険証を社会保険事務所が受理した日、及び

申立人の資格喪失に伴い社会保険事務所が社会保険業務センター（当時）に

その旨を進達した日は、43年４月３日と記録されている。 

これらのことから、社会保険事務所は、申立人の資格喪失日を昭和 43 年３

月 31 日とするべきところを誤って 42 年３月 31 日と記録したものと推認さ

れる。 

また、申立人と同時期にＡ事業所に就職し、申立人と一緒に専門学校に通

学していたとする複数の同僚の回答から、申立人は、申立期間において申立

ての事業所に勤務していたことが認められる。 



 

 

さらに、申立ての事業所における自身の在職期間の回答が得られた同僚 10

人について、当該在職期間と厚生年金保険の加入期間を確認したところ、全

員が一致していることから、申立人についても同様であったと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 43 年３月 31 日に

厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る健康保険厚生年

金保険被保険者原票の昭和 41 年 10 月１日及び 42 年 10 月１日の標準報酬月

額の記録から、1万 2,000円とすることが妥当である。 

 



 

 

広島厚生年金 事案 1953 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ会における船員保険の資格取得日は、昭和 21 年１月 31 日であ

ると認められることから、申立期間に係る資格取得日の記録を同日に訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 21 年１月から同年６月ま

では 180円、同年７月から同年９月までは 390円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 21年１月 31日から同年 10月１日まで 

私は、昭和 20年７月 25日にＢ海員養成所を卒業後、同年 11月にＣ氏の

命により出頭し、Ｄ市のＥ社ビル内のＡ会第２課（Ｅ社系）に配属となっ

た。 

Ａ会では甲板員で採用されたが、自宅待機を命じられ、その後 21年１月 

31日にＦ造船Ｇに停泊中のＨ丸に乗船して石炭輸送に従事した。年金記録

が 21年 10月１日からとなっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する船員手帳により、申立人は昭和 21 年１月 31 日にＡ会が

所有するＨ丸に甲板員として雇い入れられ、申立期間も継続して申立事業所

に勤務していることが確認できる。 

また、Ｂ海員養成所（現在は、Ｉ大学）は、申立人の学籍簿に申立人がＨ

丸に昭和 21年１月に乗船した記載があると回答している。 

さらに、船員保険被保険者名簿により、申立期間当時申立事業所において

船員保険の被保険者記録がある４人に照会したところ、３人から回答があり、

申立人と同じ甲板員であった２人は申立人を知っていると回答し、また、回

答者のうち甲板員の１人と操舵手であった１人は、Ｈ丸の乗組員は全員が船

員保険に加入していたと回答している。 

加えて、申立人の所持する船員手帳には、申立期間に係る給料額及び標準

報酬等級が記載されており、当該給料額に対応する標準報酬月額は、船員保



 

 

険法の標準報酬等級と一致する。 

その上、申立事業所に係る船員保険被保険者名簿には、申立人を含め複数

の者に資格取得日が記載されておらず、また、オンライン記録と船員保険被

保険者台帳の記録が相違する者が複数いることが確認できることから、申立

事業所における船員保険被保険者の記録管理が適切に行われていたとは言い

難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人のオンライン記録は有効なものとは

認められず、申立人の申立事業所に係る資格取得日は、申立人が申立事業所

の船舶に雇い入れられた昭和 21年１月 31日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人が所持する船員手帳の

標準報酬等級から昭和 21年１月から同年６月までは 180円、同年７月から９

月までは 390円とすることが妥当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

広島厚生年金 事案 1954 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 25 年５月 30 日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を

8,000 円に、また、申立人の同支店における資格喪失日に係る記録を 28 年５

月６日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間   ：  ① 昭和 25年５月 30日から同年９月９日まで 

② 昭和 28年４月 30日から同年５月６日まで 

昭和 20 年 11 月にＡ社に入社以来、申立期間を含め継続して勤務してお

り、申立期間の年金記録が無いのは、Ｃ支店からＢ支店に、また、Ｂ支店

からＤ支店にそれぞれ転勤した際、同社の事務処理上の誤りが原因と思わ

れる。Ｂ支店からＤ支店に一緒に異動した同僚はＥさんである。 

申立期間が未加入の記録とされていることに納得できないので、記録を

訂正してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め 

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所から提出された「勤務歴・給与簿」、申立事業所の健康保険組

合から提出された健康保険厚生年金保険被保険者台帳及び雇用保険の記録か

ら、申立人が同事業所で継続して勤務（昭和 25 年５月 30 日にＡ社Ｃ支店か

らＢ支店に、28 年５月６日に同社Ｄ支店に異動）し、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間①は、申立人に係る



 

 

Ａ社Ｂ支店における昭和 25 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から

8,000 円、申立期間②は、申立人に係る同支店における 28 年３月の記録から

8,000円とするのが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 



 

 

広島厚生年金 事案 1956 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 53 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万 6,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 24年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 53年２月 28日から同年３月１日まで 

私は、昭和 52 年 11 月 15 日にＡ社に入社し、53 年３月１日に同社の関

連会社に転勤するまで継続して勤務した。 

しかし、同社における厚生年金保険の加入記録は昭和 53 年２月 28 日ま

でとなっており、１か月の厚生年金保険の未加入期間が生じているのは、

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している雇用保険被保険者資格喪失確認通知書及び給与明細

書により、申立人が申立期間において申立事業所に勤務し、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書において確

認できる厚生年金保険料控除額から、12 万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



 

 

業主は誤って申立人の資格喪失日を昭和 53 年２月 28 日として届け出たこと

を認めており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年２

月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

 

広島厚生年金 事案 1961 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は、申立期間のう

ち、平成 15 年１月から同年５月までの標準報酬月額については、申立人が主

張する標準報酬月額(30 万円)であったと認められることから、申立人の 15

年１月から同年５月までの標準報酬月額を 30 万円に訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 14年 10月１日から 16年２月１日まで 

    私がＡ事業所に勤務した平成４年 10月１日から 16年２月 28日までの期

間のうち、14 年 10 月から 16 年１月までの標準報酬月額が、所持している

給与明細書の給与支給額に比べて低く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ オンライン記録によると、社会保険事務所は、申立期間のうち平成 15 年

１月から同年５月までの標準報酬月額を 30 万円と記録していたが、申立事

業所が届け出た申立人に係る被保険者報酬月額変更届に基づき、同年５月

20 日付けで、同年１月に遡って標準報酬月額を 26 万円に引き下げる訂正

処理を行っていることが確認できる。 

しかしながら、申立人が所持する平成 15 年１月から同年５月までの給

与明細書を見ると、標準報酬月額 30 万円に基づく厚生年金保険料が給与

から控除されていることが確認できる上、当該期間において給与の総支給

額に大きな変動は無いことから、申立事業所が被保険者報酬月額変更届を

提出する必要は無かったものと考えられる。 

また、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額が遡及訂正処理

された平成 15 年５月 20 日の時点において、申立事業所の厚生年金保険の

被保険者であった５人のうち、事業主以外の申立人を含む４人全員の標準

報酬月額が遡及訂正処理されていることが確認できるが、同事業所の商業

登記簿を確認したところ、申立人は役員ではない上、事業主も「遡及訂正



 

 

について、申立人の同意を得ていない。」と回答していることから、申立

人は当該遡及訂正処理を知り得る立場にはなかったものと推測される。 

さらに、申立事業所の社会保険事務を担当する会計事務所は、事業主か

ら経営が苦しい旨の話を受けた旨回答しており、申立期間当時において、

申立事業所の経営状況は思わしくなく、社会保険料の支払にも苦慮してい

たことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、当該遡及訂正処理を行う合理的な理由は

無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正が行われたとは認められず、申

立期間のうち平成 15 年１月から同年５月までの標準報酬月額については、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た 30 万円とすることが必要と認め

られる。 

２  一方、申立期間のうち、平成 14 年 10 月から同年 12 月までの期間及び

15 年６月から 16 年１月までの期間については、申立人が所持する給与明

細書により、オンライン記録の標準報酬月額が、事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額と一致しているこ

とから、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付特例等に関する法律に

よる保険給付の対象には当たらないため、あっせんは行わない。 

 



                      

  

広島国民年金 事案 1115 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年１月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 57年１月から 61年３月まで 

私は、昭和 57年３月に結婚した後、亡父の勧めもあり、すぐにＡ市役所

で国民年金に加入した。 

納付書が届いたので、昭和 57年１月から 60年４月までは、夫の保険料と

一緒に郵便局で、同年５月に転居後は金融機関で毎月末までに保険料を納め

てきたが、出産や転居などで生活が苦しくなったので、昭和 61年度の保険

料を私だけ免除してもらい、62年４月からは夫の保険料と一緒に納付した。 

会社を退職後の申立期間の保険料は、毎月、夫の保険料と一緒に納付して

いたのに、私だけ未納になっているのは納得できない。 

昭和 57年度から 63年度の市民税・県民税納税通知書を提出するので、調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 57 年１月からの国民年金保険料を納付したと主張するが、申

立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿の払出年月

日欄に 62年３月 23日と記載されていることから、同年３月初旬頃に申立人の

国民年金の加入手続が行われ、申立人の厚生年金保険の被保険者資格の喪失日

である 57 年１月１日に遡って資格取得日としたものと推測されることから、

当該記号番号払出時点においては、申立期間のうち、同年１月から 59 年 12

月までの保険料は、時効により納付できない。 

また、申立人は、申立期間直後である昭和 61 年４月の保険料を 62 年３月

11日に現年度納付するとともに、61年５月から 62年３月までの保険料に係る

免除申請（全額）が同年４月 23 日に承認処理されていることがオンライン記

録により確認できることから、申立人は申立人の記号番号の払出時期である同



                      

  

年３月初旬頃に国民年金の加入手続を行い、61年４月の保険料を遡って 62年

３月 11 日に現年度納付した後、61 年５月から 62 年３月までの保険料につい

ては免除申請手続を行ったと考えられることから、申立人が当時、生活苦であ

ったとする供述と符合しており、同年４月以降の現年度保険料については納付

しているものの、免除承認された時点において納付可能であった 60 年１月か

ら 61 年３月までの過年度保険料については、納付することが困難であったも

のと考えるのが自然である。 

さらに、申立人は、昭和 62年４月から同年 11月までの保険料を現年度納付

（納付日不明）しているところ、申立人の厚生年金保険加入に伴い、同年 11

月１日に遡って第３号被保険者とする処理が 63年１月 26日に行われ、同日に

納付済みの 62年 11月分の保険料（7,400円）を、60年 10月の保険料（6,740

円）に充当し、差引残額（660円）は還付されていることがオンライン記録に

より確認できることから、当該処理が行われた 63 年１月の時点で、申立期間

のうち、60年 10月以降の保険料が未納であったことがうかがえる。 

加えて、オンライン記録により確認できる申立人の夫の納付記録のうち、昭

和 60年４月から 62年 10月までの各月の保険料納付日は、ほぼ毎月 26日とな

っており、Ａ市では、56年４月に口座振替による納付が開始され、毎月 26日

を振替日としていたことから、申立人の夫は、当該期間は口座振替による納付

であったと推測され、申立人の申立期間のうち 60年４月から 61年３月までに

ついては、申立人の「毎月、私が夫の保険料と一緒に納付していた。」とする

主張と符合しない。 

その上、申立人は、申立期間における保険料の納付について、昭和 57 年１

月から 60 年４月までは転居する前のＡ市Ｂ町近隣の郵便局の窓口で、同年５

月に同市Ｃ町に転居後は金融機関で保険料を納付していたとしているが、Ａ市

役所では、申立期間当時、同市の保険料納付書による郵便局での納付はできな

かったとしており、申立人の納付金額等の記憶も曖昧である上、申立人は結婚

した 57年３月以後の申立期間、及び 61年４月の国民年金の資格取得時の姓及

び住所地に変更は無いことから、申立期間において申立人に別の国民年金手帳

記号番号が払い出されたことは考え難い。 

なお、申立人から提出された昭和 57年度から 63年度までの市民税・県民税

納税通知書に記載されている各年度の社会保険料控除額の内訳については、Ａ

市では申立期間当時の国民健康保険料に係る関係資料が残っていないため不

明であるとしており、各年度に係る申立人及びその夫の国民健康保険料額の算

出は不能であることから、申立て内容を裏付ける資料とは認め難い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



                      

  

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



                      

  

広島国民年金 事案 1116 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56年５月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 56年５月から 57年３月まで 

私は、昭和 56 年４月末に会社を退職し、翌月に社会保険事務所（当時）

で国民年金の加入手続を行い、その日に年金手帳を受け取ったと思う。 

国民年金保険料は、自分では納付していないが、私の母親は、「金額は覚

えていないが、家族の国民年金保険料を銀行振込で毎月納付していたと思

う。」と話している。 

当時、同居していた家族の者には未納が無いのに、自分だけが会社を退職

後すぐに加入手続をした申立期間が未納になっているのは納得できないの

で、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 56年５月頃に国民年金の加入手続を行い、その日に年金手

帳を受け取ったと思う。」と主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号

番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿の前後の任意加入者の資格取得日か

ら、昭和 57 年７月末頃に払い出され、この時期に申立人の国民年金の加入手

続が行われたものと推認できることから、当該加入手続を行った時点では、申

立期間の保険料は過年度保険料となり、遡って納付することとなることから、

保険料を毎月納付していたとする申立人の母親の記憶とは相違している。 

また、申立人の国民年金の加入手続に係る記憶は曖昧である上、申立人は国

民年金保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の保険料を納付していたと

する申立人の母親は、「毎月、同居していた家族の国民年金保険料を納付して

いた。」とするのみで、申立期間の保険料の過年度納付についての具体的な供

述は得られず、申立期間の保険料の納付に係る具体的な状況は不明である。 

さらに、申立人の両親は、いずれも昭和 49 年４月以降は付加保険料も納付



                      

  

していることがオンライン記録により確認できるものの、両人は、申立期間を

含め毎年度、付加保険料を含めた国民年金保険料を現年度納付していたことが

推認され、申立人の申立期間の保険料を過年度納付した周辺事情は、うかがえ

ないため、両親のオンライン記録をもって申立人の申立期間の保険料が納付さ

れていたとは考え難い。 

加えて、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者台帳には、申立期間以後の保

険料を納付していることが記録されている一方、申立期間は未納となっており、

当該記録はオンライン記録とも一致しており、不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

広島国民年金 事案 1117 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年４月から 45 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 44年４月から 45年９月まで 

実家の父親は厳格な人で、一生困らないよう年金を掛けるように厳しく言

っており、私が 20 歳になった時、父がＡ県Ｂ町の役場で国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料も納付していた。 

私は、昭和 44年からＣ市にある事業所で働いていたが、正社員になり厚

生年金保険に加入した 45 年 10 月までは、厚生年金保険に加入していなか

ったので、給料の中から国民年金保険料分を親元に送り、親が同町役場で

納付したりしていた。 

申立期間が未納とされていることに納得できないので、調査の上、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年４月以降の国民年金保険料を納付していたと主張して

おり、申立人の申立期間に係る国民年金の資格喪失日は、オンライン記録では

45 年 10 月６日とされているが、当該資格喪失日は、平成 20 年１月４日に当

初の資格喪失日であった昭和 44 年２月１日が訂正処理されたものであること

がオンライン記録により確認できることから、当該訂正処理が行われた平成

20 年１月４日までは、申立期間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険

料を納付できない期間である。 

また、申立人が所持する国民年金手帳により、昭和 43年４月から 44年３月

までの保険料をＢ町役場で現年度納付していることが確認できるとともに、当

該国民年金手帳及び申立人に係る国民年金被保険者台帳には、申立人が 44 年

２月１日に被保険者資格を喪失したことが記載されているところ、同被保険者

台帳には、当該資格喪失に伴い、納付済みであった同年２月及び同年３月の保



                      

  

険料が同年９月頃に還付されていることが記録されている。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料の納付について、実家で両親が納付し

ていたか、自分が親元に送金して両親が納付していたとしているが、その記憶

は曖昧である上、申立人の父親は高齢等のため聴取することができず、母親は

既に死亡しているため、申立期間に係る保険料の納付に係る具体的な状況が不

明である。 

加えて、申立人は、申立期間中の昭和 44 年から事業所に就職し、Ｄ町に住

んでいたが、その正社員になる 45年 10月まで実家の住民票は異動していなか

ったとし、戸籍の附票においても、Ｄ町への転入は確認できず、43 年４月の

資格取得時及び申立期間において、住民票に異動は無い上、姓にも変更が無い

ことから、Ｂ町又はＤ町で申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された

ことは考え難い。 

なお、平成 20年１月４日の資格喪失日に係る記録訂正は、19年８月に申立

人が厚生年金保険及び国民年金の加入記録に係る照会を社会保険事務所（当

時）に行ったことを契機に行われたものと推測され、当該資格喪失年月日の訂

正に伴い、還付処理されていた 44 年２月及び同年３月の保険料は、当該処理

日に納付済みに記録訂正されていることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間当時において国民年金に加入し、申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

広島国民年金 事案 1118 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 41年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 36年４月から 41年９月まで 

   私は、会社を退職後の 26歳から 27歳の頃、Ａ市Ｂ町で店を開業していた

が、昭和 36 年に国民年金制度ができたことを嬉しく思い、度々、近所の知

人と国民年金に加入したことについて会話したことを覚えている。 

申立期間の保険料は、市役所から送られてきた縦長の納付書で、近くの郵

便局で納付していた。 

その後、昭和 37 年頃に体調を崩したため店を閉じ、国民年金保険料が払

えなかった時期はあったが、申立期間のうち未納となっていた期間の保険料

は、別の病気で入院した後に自宅で療養中だった 48 年９月から 10 月頃に、

自宅に来た市役所の集金人に１万円支払い、その時に未納は無いと言われた。 

申立期間の国民年金の加入記録が無いのは納得できないので、調査の上、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の資格取得日は昭和 41年 10月１日であることが、オンラ

イン記録、申立人が所持する年金手帳、申立人に係る国民年金被保険者台帳及

びＡ市の国民年金被保険者名簿により確認でき、申立期間は未加入期間である

ことから、制度上、国民年金保険料を納付することはできない上、申立人は昭

和 48 年に申立期間のうちの未納となっていた国民年金保険料を、市役所の集

金人に納付したとしているが、この時点では、申立期間の保険料は時効により

納付することができない。 

また、申立人は、申立期間において、市役所から縦長の納付書が送付されて

きたので、近くの郵便局で納付していたとしているところ、申立期間当時の国

民年金保険料は印紙検認方式であり、納付書による納付ではないこと、申立人

は、申立期間における国民年金の加入手続及び年金手帳の交付に係る記憶が曖



                      

  

昧であること、及び昭和 42年４月から 44年 11月までの保険料を 50年６月に

まとめて納付している記録が確認できることを踏まえると、申立人の申立期間

に係る保険料納付の記憶は、当該期間の記憶との混同の可能性がうかがえる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の資格取得者の状況から、

昭和 41 年度に払い出されたものと推測されるところ、申立人が加入手続を行

ったと主張する昭和 35 年 10 月から 36 年４月までの間に申立人の旧姓で記号

番号が払い出された記録は確認できない上、申立期間及び 41年 10月の資格取

得時における申立人の住所は同一市内であることから、申立期間において申立

人に別の記号番号が払い出されたことは考え難い。 

加えて、申立人が国民年金に加入したことについて会話したとする知人は、

既に亡くなっており、その会話に関する供述を得ることはできない。 

このほか、申立人が申立期間に国民年金に加入し、申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



                      

  

広島国民年金 事案 1119 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 58年４月から 61年３月まで 

私は、昭和 53年＊月に 20歳になった時に国民年金に加入し、56年 10月  

に結婚した後も、引き続き国民年金保険料を納付したのに、申立期間の納付

記録が無い。 

保険料は、毎月Ａ町役場から送られてきたはがきの半分くらいの大きさの

納付書で最寄りの銀行で納付していたので、調査の上、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年４月からの国民年金保険料を納付していたと主張する

が、申立人は 53年＊月＊日に国民年金の強制加入被保険者として資格を取得

し、58 年４月１日に被保険者資格を喪失していることが、申立人が所持する

年金手帳、Ａ町の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録により確認でき

ることから、申立期間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付

することはできない。 

   また、申立人は、昭和 56年 10月に共済組合の組合員である夫と結婚したこ

とにより、被保険者種別を任意加入被保険者に変更していることが、申立人

が所持する年金手帳及びＡ町の国民年金被保険者名簿により確認できること

から、申立人が 58年４月１日に任意加入被保険者としての資格を喪失したの

は、申立人又はその家族の申出によるものと推認できる。 

さらに、申立人は、昭和 56年 12月から口座振替で国民年金保険料を納付し

ているが、上記資格喪失日の５か月前の 57年 11月に口座振替での納付を停止

していることが、Ａ町の国民年金被保険者名簿により確認できるところ、申立

人は、当該口座振替の停止及び任意加入被保険者としての資格喪失の申出につ

いて具体的な記憶は無いとしているが、申立人の所持する年金手帳及びＡ町の

国民年金被保険者名簿の記録に不自然な点は見当たらない上、申立人が記憶し



                      

  

ている「はがきの半分くらいの大きさの納付書」については、当時、Ａ町役場

が使用していた「国民年金保険料口座振替領収書」とみられ、銀行で納付する

納付書とは形状が異なっている。 

 加えて、申立人は、昭和 56年 10月に結婚して以降、申立期間後に第３号被

保険者となった 61 年４月まで、住所地及び姓に変更は無く、申立期間におい

て申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無い。 

   このほか、申立人が申立期間に国民年金に加入し、保険料を納付していたこ

とをうかがわせる関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。



                      

  

広島国民年金 事案 1120 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 40年３月までの期間、同年 10月から 41年３月

までの期間、42 年１月から 44 年３月までの期間、同年７月から 45 年３月ま

での期間、46年 10月から 47年３月までの期間、52年 10月から同年 12月ま

での期間及び 55 年４月から同年６月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 40年３月まで 

② 昭和 40年 10月から 41年３月まで 

③ 昭和 42年１月から 44年３月まで 

④ 昭和 44年７月から 45年３月まで 

⑤ 昭和 46年 10月から 47年３月まで 

⑥ 昭和 52年 10月から同年 12月まで 

⑦ 昭和 55年４月から同年６月まで 

昭和 36 年に国民年金制度が発足したので、当時居住していたＡ町の婦人

会を通じて夫と一緒に国民年金に加入した。同町では、婦人会の集金により

夫婦二人分の保険料を納付していた。 

昭和 38年頃、子供の幼稚園の通園の都合で、Ａ町からＢ町に転居したが、

Ｂ町でも婦人会が国民年金保険料の集金を行っていた。 

申立期間当時、婦人会が国民年金保険料を集金しており、一人でも納付を

怠ると婦人会に迷惑をかけることになったので、私たち夫婦に国民年金保険

料の未納は無いはずであり、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は７回、102か月の長期間であり、申立人夫婦は申立期間①から⑦

までにおいて２町に居住しているが、この長期間かつ２町にまたがって、申立

人夫婦の国民年金保険料の納付に係る記録管理に誤りが起こり続けたとは通

常考え難い。 



                      

  

また、申立人夫婦に係るそれぞれの国民年金被保険者台帳には、社会保険事

務所（当時）が申立人夫婦の申立期間②に係る未納保険料を対象として昭和 42

年７月 31 日付けで申立人夫婦から債務承認を取ったことを意味する「債承納

導（42.7.31）」の記録、及び無年金者になる可能性が高かった申立人夫婦が第

３回特例納付の対象として納付勧奨を受けたと推察される「昭和 54年 12月 24

日に申立人の夫と面談し、申立人夫婦の未納保険料について特例納付の納付勧

奨を行った結果、申立人の夫が納付を約束した」旨の記録があることから、申

立人夫婦は、42 年及び 54 年当時において申立期間の保険料が未納であったこ

とを認識していたものと考えられる。 

さらに、Ｂ町が昭和 62 年 10 月 17 日付けで作成した国民年金未納者調査票

には、62年から平成元年までに計４回、申立人の夫と面談し、過去の納付状況

の説明や納付指導（免除を含む。）を行った旨の記録があることから、これら

の時期においても、申立期間の保険料が未納であったことを認識していたこと

がうかがわれる。 

加えて、申立人の夫は、国民年金制度の創設当初の国民年金保険料額を 360

円であったとしているが、当時の保険料額とは相違しているとともに、同人は

「Ｂ町の婦人会の集金人はずっと同じ人であった。」としているところ、申立

期間当時、同婦人会の集金により国民年金保険料を納付していた被保険者の証

言により、昭和 41 年に婦人会の集金人に交替があったことが確認でき、申立

人の夫の主張には申立期間当時の事実関係と合致しない点が見受けられる上、

申立期間の国民年金保険料が納付されていたことがうかがえる具体的な供述

は得られない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

 

広島国民年金 事案 1121 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの期間、40 年 10 月から 41 年３

月までの期間、42年１月から 44年３月までの期間、46年 10月から 47年３月

までの期間、52年 10月から同年 12月までの期間及び 55年４月から同年６月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 40年３月まで 

② 昭和 40年 10月から 41年３月まで 

③ 昭和 42年１月から 44年３月まで 

④ 昭和 46年 10月から 47年３月まで 

⑤ 昭和 52年 10月から同年 12月まで 

⑥ 昭和 55年４月から同年６月まで 

昭和 36 年に国民年金制度が発足したので、当時居住していたＡ町の婦人

会を通じて妻と一緒に国民年金に加入した。同町では、婦人会の集金により

夫婦二人分の保険料を納付していた。 

昭和 38年頃、子供の幼稚園の通園の都合で、Ａ町からＢ町に転居したが、

Ｂ町でも婦人会が国民年金保険料の集金を行っていた。 

申立期間当時、婦人会が国民年金保険料を集金しており、一人でも納付を

怠ると婦人会に迷惑をかけることになったので、私たち夫婦に国民年金保険

料の未納は無いはずであり、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６回、93 か月の長期間であり、申立人夫婦は申立期間①から⑥

までにおいて２町に居住しているが、この長期間かつ２町にまたがって、申立

人夫婦の国民年金保険料の納付に係る記録管理に誤りが起こり続けたとは通

常考え難い。 

また、申立人夫婦に係るそれぞれの国民年金被保険者台帳には、社会保険事



 

 

務所（当時）が申立人夫婦の申立期間②に係る未納保険料を対象として昭和 42

年７月 31 日付けで申立人夫婦から債務承認を取ったことを意味する「債承納

導（42.7.31）」の記録、及び無年金者になる可能性が高かった申立人夫婦が第

３回特例納付の対象として納付勧奨を受けたと推察される「昭和 54年 12月 24

日に申立人と面談し、申立人夫婦の未納保険料について特例納付の納付勧奨を

行った結果、申立人が納付を約束した」旨の記録があることから、申立人夫婦

は、42 年及び 54 年当時において申立期間の保険料が未納であったことを認識

していたものと考えられる。 

さらに、Ｂ町が昭和 62 年 10 月 17 日付けで作成した国民年金未納者調査票

には、62年から平成元年までに計４回、申立人と面談し、過去の納付状況の説

明や納付指導（免除を含む。）を行った旨の記録があることから、これらの時

期においても、申立期間の保険料が未納であったことを認識していたことがう

かがわれる。 

加えて、申立人は、国民年金制度の創設当初の国民年金保険料額を 360円で

あったとしているが、当時の保険料額とは相違しているとともに、同人は「Ｂ

町の婦人会の集金人はずっと同じ人であった。」としているところ、申立期間

当時、同婦人会の集金により国民年金保険料を納付していた被保険者の証言に

より、昭和 41 年に婦人会の集金人に交替があったことが確認でき、申立人の

主張には申立期間当時の事実関係と合致しない点が見受けられる上、申立期間

の国民年金保険料が納付されていたことがうかがえる具体的な供述は得られ

ない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



 

 

広島国民年金 事案 1122 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年１月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 48年１月から 49年３月まで 

私は、昭和 47年 12月に会社を退職し、家事手伝いをしていたが、母親が

私の国民年金の加入手続を行い、私が結婚する前の 50 年４月までの国民年

金保険料を母親が集金人に支払ってくれていたのに、申立期間の保険料だけ

が未納となっているのは納得できないので、調査の上、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿の申立人の

前後の任意加入者の資格取得日から、申立期間後の昭和 49 年７月から同年８

月頃までに払い出されたものと推測され、この時期に申立人の母親が申立人の

国民年金の加入手続を行い、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を喪失した

時期の 48 年１月１日に遡って資格取得日としたものと推測されることから、

加入手続を行った時点では、申立期間の保険料は過年度保険料となり、集金人

に納付することはできない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、

申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行っていたとみられる申立人

の母親は、申立人に「保険料は集金人に支払っていた。」と話しているものの、

過年度保険料となる申立期間の保険料の納付方法等については具体的に記憶

していないとしており、申立期間に係る保険料の納付に係る具体的な状況は不

明である。 

さらに、申立人が所持している国民年金手帳には、申立期間直後の昭和 49

年４月から同年９月までの６か月（5,400円）、同年 10月から同年 12月までの

３か月（2,700円）及び 50年１月から同年３月までの３か月（3,300円）に係

る３枚の「国民年金保険料領収証書」が貼付されていることから、申立人の母

親の供述どおり、加入手続を行った 49 年７月から８月頃以降の申立期間後の

保険料については現年度納付となる保険料を集金人に納付していたことがう



 

 

かがえるが、申立期間の保険料の領収書は保管されていない上、申立人の母親

は、申立期間前の 45年 10月から付加保険料を納付していることから、申立期

間を含め、53 年８月までの保険料を全て現年度納付していたものと推測され、

同人が申立期間に係る申立人の保険料を過年度納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

さらに、前述の国民年金保険料領収書の出納員欄に押印されている名前から、

申立人の居住する地域の国民年金保険料を集金していたＡ市の集金人（嘱託）

に聴取したところ、「申立人についての具体的な記憶は無いが、私が集金して

いたのは現年度保険料のみで、過年度保険料については集金人が集金すること

ができなかった。」と供述しており、申立期間の保険料を集金人に支払ったと

する申立人の母親の記憶と符合しない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



 

 

広島国民年金 事案 1123 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年 12 月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成５年 12月 

   私は、Ａ社を平成５年 12 月下旬に退職後、次の就職先を探していたが、

同年末頃にＢ市Ｃ区役所で国民年金の加入手続を行い、その場で申立期間の

保険料を現金で納付した。 

申立期間の国民年金保険料の納付記録が無いのは納得できないので、調査

の上、記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成５年 12 月末に国民年金の加入手続を行い、保険料を納付し

たとしているが、申立人の申立期間に係る国民年金の被保険者資格の取得日及

び喪失日については、オンライン記録により、その変更処理が平成 15 年２月

12日に行われたことが確認できるところ、その変更処理の内容を見ると、資格

取得日については、「適用もれ」を変更理由として５年 12 月 26 日、資格喪失

日については、「２号被保険者該当」を変更理由として６年１月 17日とされて

いることから、当該変更処理が行われた 15 年２月の時点までは、申立期間は

未加入期間であったものと推測され、制度上、国民年金保険料を納付できない

期間である。 

また、申立人の妻についても、申立人と同様に、平成５年 11月 21日及び９

年５月 21日を資格取得日、６年２月２日及び 10年１月５日を資格喪失日とす

る変更処理が 15年２月 12日に行われていることがオンライン記録により確認

できるところ、同人は、当該変更処理が行われたことにより、国民年金の被保

険者期間とされた５年 11 月から６年１月までの期間及び９年５月から同年 12

月までの期間については未納期間となっていることが確認できる。 

さらに、上記オンライン記録により、当該変更処理が行われた平成 15 年２

月 12日に近接した同月 10日に、申立人の住所地のＤ市からＢ市への住所変更



 

 

の処理が行われていることが確認できるところ、申立人は同時期に社会保険事

務所（当時）に行った記憶は無いとしているものの、申立人の妻はその記憶が

あるとしていることから、この時期に申立人の妻に係る国民年金被保険者資格

に係る変更処理が行われ、併せて申立人の住所地及び被保険者資格に係る変更

処理が行われたものと推測される。 

加えて、最初に資格取得した平成３年５月及び申立期間において、申立人の

姓及び住所地に変更は無いことから、申立期間において申立人に別の国民年金

手帳記号番号が払い出されたことは考え難く、その形跡も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間当時において国民年金に加入し、申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



 

 

広島国民年金 事案 1124 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年７月から 51年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年７月から 51年８月まで 

私の年金記録にある厚生年金保険の記録（昭和 52年 11月 14日資格取得、

55 年７月１日資格喪失）と国民年金の記録（昭和 55 年７月１日資格取得、

平成５年９月 21 日資格喪失）は、新たに見つかったとして最近追加された

ものであるが、申立期間については、依然として国民年金に未加入の記録と

なっている。 

これまで、医療保険には必ず加入しており、申立期間については、国民健

康保険に加入していたので、国民年金にも加入していたはずであり、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿における申

立人の前後の任意加入者の資格取得日から、昭和 55 年７月に払い出されたも

のと推測され、申立人の資格取得日は同年７月１日とされていることから、申

立期間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することができな

い期間である。 

また、申立人に上記の国民年金手帳記号番号以外の記号番号が払い出された

記録は見当たらない上、申立人は、「最初に交付を受けた年金手帳はオレンジ

色の手帳であった。」と供述しているところ、オレンジ色の年金手帳は昭和 49

年 10 月以降に使用されたものであり、申立期間に国民年金手帳の交付を受け

た記憶が無いなど、申立期間において申立人に別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、「申立期間のうち、昭和 47 年７月から 49 年７月までの

国民年金保険料については、その当時自分が見習いとして勤務していた飲食店



 

 

の店主が納付し、当該飲食店を退職した後の 49年８月から 51年８月までの国

民年金保険料については自分が納付した。」と供述しているところ、申立期間

当時の保険料を納付していたとする飲食店の店主は既に死亡しており、保険料

の納付状況等を確認することができない上、申立人自身が納付したとする 49

年８月から 51 年８月については、住民登録していた市とは別の市に居住して

いたとする申立人は、保険料の納付書の入手及び納付方法は覚えていないとす

るなど、申立期間の国民年金保険料の納付状況は明らかでない。 

このほか、申立人が申立期間に国民年金に加入し、申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



 

 

広島国民年金 事案 1125 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年８月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 54年８月から 61年３月まで 

私が国民年金の加入手続を行ったのは、昭和 54 年７月頃であり、その１

年後に夫も加入した。夫は、私の年金手帳が夫より先にあったと記憶してい

るので、私が夫より先に国民年金の加入手続を行ったのは間違いない。 

また、夫の国民年金保険料の納付記録は、国民年金に加入した当初から納

付済みとなっているが、私は、加入時から夫と同じ口座で口座振替により保

険料を納付していたにもかかわらず、申立期間の保険料が納付済みとされて

いないことに納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫より先に自身の国民年金の加入手続を行ったとしてい

るところ、国民年金手帳記号番号払出管理簿における申立人及びその夫の国民

年金手帳記号番号の払出時期は、それぞれ昭和 60 年９月 11 日及び 55 年１月

16日であることから、申立人の夫が申立人より先に国民年金に加入しているこ

とが確認できる上、申立人は、申立期間を含めＡ市内から他市町村に転居して

いないことから、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたとは考え難い。 

また、申立人は、申立期間の保険料を口座振替により納付したとしていると

ころ、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿には、口座振替の始期が昭和

62年５月と記載されており、当該記載内容は、Ｂ金融機関が保管する申立人の

夫名義の口座別元帳により、同口座から初めて国民年金保険料が引き落とされ

たのは 62 年６月１日であることと符合することから、申立人の主張と相違す

る。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料を口座振替により納付したとしながら

も、申立人の夫は、オンライン記録により、口座振替の始期である昭和 62 年



 

 

５月以前の 55 年９月から納付記録が確認できるところ、申立人は、納付書で

保険料を納付したという明確な記憶は無いとする一方で、口座振替でなければ

納付書で納付したのであろうと説明するなど、申立期間の保険料の納付方法に

ついての記憶は曖昧である。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

広島国民年金 事案 1126 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 38年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 36年４月から 38年３月まで 

私は、昭和 35年 10月に夫と共に国民年金に加入し、夫婦二人分の保険料

を自宅に毎月来る集金人に納付していたが、手帳の検認記録欄には押印して

もらっていなかった。 

その後、転居し、転居後に来た別の集金人が、押印されていないのはおか

しいと言っていたことを覚えており、申立期間の保険料を納付してきたこと

は事実なので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 35年 10月に夫と共に国民年金の加入手続を行い、保険料を

集金人に納付したとしているところ、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番

号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿により、夫婦連番で払い出されている

ことが確認できるものの、その前後の任意加入者の資格取得日並びに申立人及

びその夫が所持する年金手帳の発行日が、38年 11月 14日となっていることか

らみて、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号の払出時期は、38 年 10 月

頃と推定され、当該時点では、申立期間のうち 36 年９月以前は時効により保

険料を納付できない。 

また、上記国民年金手帳記号番号の払出時点では申立期間のうち昭和 36 年

10 月から 38 年３月までの保険料は過年度保険料となり、市町村では保険料収

納の取扱いができないため、集金人に納付することはできない。 

さらに、申立人及びその夫が所持する年金手帳の印紙検認記録欄の昭和 36

年４月から９月までは「時効消滅」の押印がされ、印紙貼付欄が切り取られて

いるが、Ａ市は、手帳交付の際、時効により保険料を納付できない期間がある

場合は、このような処理の後に手帳を交付していた可能性があるとしている。 

加えて、申立人は、申立期間後に国民年金保険料の未納部分について督促の



 

 

通知が来たことを記憶しているとしているが、当該保険料は納付しなかったと

している上、このほかに、申立人が、申立期間の保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

広島国民年金 事案 1127 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人の昭和 45年 11月から 51年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：       

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 45年 11月から 51年３月まで 

 私は、昭和 45年＊月で満 20歳となったが、当時は大学生だったため母親

が国民年金の加入手続をし、保険料を納付していたと思われる。母親は２年

前に他界したが、「あなたも 20歳から国民年金に加入したので、あなたの子

供も 20歳になったら親の責任で加入しておいてやりなさい。」と言われた記

憶があるのに、申立期間が未加入期間とされていることに納得がいかない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の実家の母親が申立人の 20 歳到達時に、申立期間の国民

年金の加入手続及び保険料納付を行ったと主張するが、申立人に係る戸籍の附

票により、申立人は、昭和 45 年９月 27 日から 47 年 12 月 23 日までＡ地Ｂ区

に、その後 49年７月 19日まで同地Ｃ市に住民票を移していたことが確認でき

ることから、申立人の 20歳到達時（昭和 45年＊月）頃には申立人の実家のあ

るＤ市では国民年金の加入手続ができない上、保険料を納付することもできな

い。 

また、申立人は、昭和 49年 7月 19日から同年９月４日までの間、実家のあ

るＤ市に住民票を移していることから、この期間に国民年金の加入手続をした

可能性があるのではないかと主張しているが、仮に申立人がこの時期に国民年

金の加入手続を行ったとしても、申立人は当時大学院生で、任意加入であるこ

とから、遡って国民年金の資格を取得することはできない上、申立人に国民年

金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付には関与しておらず、

これを行ったとする申立人の母親は既に亡くなっているため、保険料の納付状

況等を確認できない上、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを示す関



 

 

連資料（家計簿、預金通帳等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

 

広島国民年金 事案 1128 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12年 11月から 15年３月までの国民年金保険料については、 

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 55年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 12年 11月から 15年３月まで 

私は、申立期間において国民年金に加入していたが、学生だったので国民

年金保険料の納付を猶予してもらっていた。 

その後、社会人となり、Ａ市に居住し、保険料を支払う余裕ができた平成

16年から 18年頃までの間に手元にあった現金で申立期間の保険料をまとめ

て約 40万円納付した。 

しかし、申立期間は、学生納付特例となったままで記録されており、納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 16年から 18年頃までの間に、申立期間に係る保険料を一括

で約 40 万円追納したと主張しているが、追納に係る申出先、納付書、納付時

期、納付場所（金融機関等）及び領収証書に係る記憶は曖昧であり、保険料の

納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録においても、申立人が申立期間の保険料に係る追納の

申出を行った記録は確認できない。 

なお、Ａ市が保管する申立人の平成 16年分から 18年分までの源泉徴収票の

控えを見ても、国民年金保険料等の納付額は記載されていない。 

このほか、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人の国民年金保険

料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

 

広島国民年金 事案 1129 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年１月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年１月から 61年３月まで 

私は、会社を退職後、厚生年金保険に第４種被保険者として加入し、その

後、昭和 50年６月に国民年金に任意加入し、60歳になるまで継続して国民

年金保険料を納付していた。 

しかし、記録では、申立期間に国民年金を一旦やめて、再度、加入したこ

とになっているが、途中でやめる理由は無く、申立期間の納付記録が無いの

はおかしいので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市が保管している申立人に係る国民年金被保険者名簿及び申立人が所持

する年金手帳に記載されている申立人の国民年金の記録を見ると、申立人は、

昭和 50年６月 25日に任意加入、58年１月 15日に被保険者資格を喪失、61年

４月１日に第１号被保険者として再加入となっており、オンライン記録と一致

していることから、申立人は、申立期間において国民年金に未加入で、制度上、

国民年金保険料を納付できない。 

また、当該被保険者名簿の資格喪失年月日欄には「58.1.14○住 」及び

「58.1.15」と記載があり、これにより、昭和 58 年１月 14 日に市役所市民課

で資格喪失届が受け付けられ、資格喪失日はその翌日となったことが確認でき

る上、資格取得年月日欄には「61.11.10○住 」及び「61.4.1」と記載があり、

これにより、61年 11月 10日に資格取得届が受け付けられ、その資格取得は同

年４月１日に遡ったことが確認できることから、申立期間は未加入期間である。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料の納付方法について、「集金人又は金

融機関の窓口で納付していたかもしれないが、自分は納付をした覚えは無い。

妻が納付したと思うが、妻に当時のことを聞いても覚えていないとしか答えよ



 

 

うがない。」としているところ、申立人が所持している領収証書により、昭和

50 年６月から 54 年３月までは集金人への納付が、被保険者名簿により、昭和

54年度以降は口座振替による納付が確認できるが、被保険者名簿における口座

振替の廃止期欄に「57.４」とあり、その上に「58.1.14」と記載されているの

が確認できることから、申立人は、58 年１月 14 日の資格喪失手続に併せて、

57 年度第４期（昭和 58 年１月から同年３月まで）から口座振替を廃止したこ

とがうかがえる。 

加えて、申立人は、国民年金に任意加入して以降、申立期間当時と同じ市に

居住していることから、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたと

は考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

 

広島国民年金 事案 1133 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年４月から 57年３月までの期間及び同年４月から 62年 12

月まで期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 53年４月から 57年３月まで 

         ② 昭和 57年４月から 62年 12月まで 

私は、大学を卒業後、昭和 56年にＡ市からＢ市に帰郷し、母親が同年 12

月にＢ市Ｃ区役所で私の国民年金の加入手続を行った際、職員から「２年遡

って加入できる。」と言われ、２年分の保険料 10数万円を窓口で納付したと

ころ、後に職員から電話で「さらに、２年遡って納付できる。」と言われ、

指定された振込口座に 10数万円を振り込んだ。その後、57年１月頃、国民

年金の被保険者資格取得日が 53 年４月１日となっている年金手帳が郵送さ

れてきたのに、申立期間①が未納とされていることに納得できない。 

また、昭和 57 年度以降は、毎年４月に郵送されてきた納付書により、９

万円から 10 万円くらいの保険料をＢ銀行Ｄ支店又は同行Ｅ支店で前納した

にもかかわらず、申立期間②が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、昭和 56年 12月に母親が国民年金の加入手続を行い、保険料を

納付したと主張しているが、Ｂ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿から、

申立人は、平成２年２月 14日に加入手続を行い、昭和 53年４月１日に遡っ

て被保険者資格を取得したことが確認でき、加入手続を行った時点では、申

立期間は時効のため、保険料を納付することはできない。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の被保険者（第３号被保険

者）の手続処理日等から、平成２年２月から同年３月頃に払い出されたもの

と推認され、オンライン記録において、申立期間当時、申立人に当該国民年

金手帳記号番号とは別の国民年金手帳記号番号が払い出された記録は確認



 

 

できない上、払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらず、申立

人も現在所持している年金手帳以外に手帳が交付された記憶は無いとして

いる。 

  ２ 申立期間①について、申立人は、母親が、昭和 56年 12月の加入手続と同

時に昭和 55 年度及び 56 年度の保険料 10 数万円を、Ｂ市Ｃ区役所の窓口で

納付したと主張しているが、前記の加入手続を行った時点で過年度納付とな

る 55年度の保険料は、同区役所では納付できない上、Ｂ市は、「Ｂ市Ｃ区役

所では、本人の申出により手書きの納付書を作成し、保険料を収納していた

が、昭和 56年 12月頃に同区役所で納付できた保険料は、現年度保険料であ

る昭和56年度の保険料５万4,000円のみである。」と回答していることから、

申立人が納付したと主張する金額は、当時、区役所で納付できた保険料額と

大きく異なっている。 

    また、申立人は、昭和 53年度及び 54年度の保険料は、Ｂ市の職員から電

話で「さらに、２年遡って納付できる。」と言われ、指定された振込口座に

10数万円を振り込んだと主張しているが、同市は、「口座振込による国民年

金保険料の収納は行っていなかった。また、時効を経過した保険料は収納で

きなかった。」と回答しており、申立内容には不自然な点が見受けられる。 

    さらに、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとする申立

人の母親は、「加入手続の時に、申立人の保険料を市の男性職員に窓口で払

ったことは覚えているが、手続の時期、納付金額、納付期間については覚え

ていない。また、未納期間（期間は不明）があり納付しなければならないこ

とを職員から聞いたことは覚えているが、納付書が来たのかどうか、市から

振込口座の連絡がありその口座に振り込んだのかどうか、納付したのは自分

か、申立人かなどについてはよく覚えていない。」としており、申立内容を

裏付ける供述は得られなかった。 

加えて、申立人の加入手続が、国民年金被保険者名簿の記録による平成２

年２月 14 日に行われたことを前提として、申立内容及びオンライン記録を

検証すると、平成元年度の現年度保険料（９万 6,000円）をＢ市Ｃ区役所の

窓口で納付した後、時効経過前の未納期間（昭和 63年１月～平成元年３月）

があることを同市の職員から聞き、後日、当該期間の過年度保険料（11 万

4,600円）を納付したことが考えられ、この場合には、当該２回の納付金額

は申立人の主張する納付金額（10数万円を２回）とほぼ一致することから、

これらの保険料納付と申立期間①の保険料納付とを混同している可能性が

うかがわれる。 

３ 申立期間②について、申立人は、毎年４月に郵送されてきた納付書により、

毎年、９万円から 10 万円くらいの保険料を前納したと主張しているが、申

立期間②は 69 か月と長期間であり、金融機関において６回前納された保険

料について、連続して事務処理の誤りが生じたとは考え難い。 



 

 

また、国民年金被保険者台帳は、年金記録がオンライン化される昭和 59

年２月までの間に保険料の前納記録がある場合は、特殊台帳として保存され

ることとなるところ、申立人に係る特殊台帳は保存されていないことから、

申立期間②においては、前納による保険料の納付が行われていなかったもの

と考えられる。 

さらに、申立人が前納したとする保険料額は、申立期間②当時の前納保険

料額（６万 1,130円から８万 6,660円）とは異なっている上、オンライン記

録により、申立人の前納記録が確認できる平成２年度及び３年度の前納保険

料額（９万 8,370 円及び 10 万 5,390 円）とはおおむね一致していることか

ら、これらの前納保険料の納付と申立期間②の保険料納付とを混同している

可能性がうかがわれる。 

４ このほか、申立期間について、申立人が保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人が国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。    

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

 

広島国民年金 事案 1134 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年９月から 44 年８月までの期間及び同年９月から 45 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年  月 日 ： 昭和 21年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 41年９月から 44年８月まで 

         ② 昭和 44年９月から 45年３月まで 

私は、申立期間①について、私の母親から、満 20 歳になるので私の国民

年金加入手続を行ったと聞いたことがあり、実家に住んでいた昭和 41 年９

月から 43年 12月頃までの国民年金保険料は、私の母親が婦人会の集金人に

納付し、同年 12月頃から 44年８月頃までの保険料は、私の母親か元夫の母

親が納付してくれていたはずであり、私が所持している国民年金手帳の資格

取得日が、41 年＊月＊日とされていることからみても、国民年金に未加入

とされていることに納得できない。 

申立期間②についても、私の母親か元夫の母親が保険料を納付してくれて

いたはずであり、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関与してお

らず、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の母親及び元夫の

母親は既に死亡していることから、申立期間①及び②に係る保険料の納付状況

等が不明である。 

また、申立人が所持している国民年金手帳に被保険者資格の取得日が 20 歳

到達時の昭和 41年＊月＊日と記載されていることから、申立期間①は、当初、

国民年金の強制加入期間として取り扱われていた可能性もあるが、申立人の国

民年金手帳記号番号は、申立人の前後の任意加入者の資格取得日から、45 年

12月頃に払い出されたものと推認され、その時点では、申立期間①のうち、41

年９月から 43 年９月までの期間は、時効により保険料を納付できない上、国



 

 

民年金被保険者台帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿によれば、資格取得日は

44年９月５日と記録されていることから、申立期間①は未加入期間であり、制

度上、保険料を納付することはできない。 

さらに、申立人は、国民年金手帳は前述の１冊しか所持していないと供述し

ているところ、当該手帳の氏名欄は、申立人が昭和 44 年２月に婚姻した後の

姓が記載されていることなどから、申立人が 20 歳到達当時、申立人の母親が

申立人の国民年金の加入手続を行ったことを裏付ける記載内容は見当たらな

い上、オンラインによる氏名検索によっても、申立期間当時、申立人に別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たら

ない。 

加えて、申立人の母親又は元夫の母親が申立人の申立期間に係る国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほか

に申立人の母親又は元夫の母親が申立人の申立期間に係る国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



広島厚生年金 事案 1945 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 17年２月下旬頃から同年８月中旬頃まで 

私は、ハローワークの紹介によりＡ社に正社員として採用され、申立期間

に勤務した。所持する平成 17 年５月分の給与明細書により厚生年金保険料

が控除されていることが確認できるのに、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録から、申立人は平成 17 年２月 28 日から同年８月

22日まで申立ての事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、申立ての事業所が保管する申立人の賃金台帳から、平成 17

年５月分以外の給与（平成 17 年３月、４月、６月及び８月分の給与。同年７

月は給与未支給）からは厚生年金保険料は控除されていない上、当該５月分の

給与から控除された厚生年金保険料、健康保険料及び介護保険料の合計額は翌

６月分の給与により、申立人に返還されていることが確認できる。 

このことについて、申立ての事業所の事業主は、「申立人については、平成

17年５月の給与から厚生年金保険料等を控除したが、本人から厚生年金保険及

び健康保険には加入しない旨の申し入れがあったことから、返還したものであ

る。」と回答している。 

また、申立人が居住する市の回答により、申立人は、平成 17年４月 27日か

ら同年 11月 12日まで国民健康保険に加入し、保険料を納付していることが確

認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



広島厚生年金 事案 1946 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②から⑬までについて、厚生年金保険被保険者と

して、その主張する標準報酬月額又は標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 平成 13年９月頃から同年 11月１日まで 

② 平成 13年 11月１日から 20年１月１日まで 

③ 平成 15年７月 10日 

④ 平成 15年 12月 10日 

⑤ 平成 16年７月９日 

⑥ 平成 16年 12月 10日 

⑦ 平成 17年７月８日 

⑧ 平成 17年８月 31日 

⑨ 平成 17年 12月９日 

⑩ 平成 18年７月 10日 

⑪ 平成 18年 12月８日 

⑫ 平成 19年７月 10日 

⑬ 平成 19年 12月 10日 

私は、Ａ社に平成 13年９月頃に入社し、19年 12月 31日に退職するまで

の期間の給与及び賞与から厚生年金保険料を控除されていた。 

ねんきん定期便を見ると、申立期間①については、厚生年金保険の加入記

録が無く、資格取得日が平成 13年 11月１日となっている。 

また、申立期間②の標準報酬月額及び申立期間③から⑬までの標準賞与額

が、実際に受け取った給与支給額及び賞与支給額よりも低く記録されてお

り、会社が誤った届出を社会保険事務所（当時）に行っていた可能性があ

る。 

勤務した期間に係る全ての給与支給明細書を提出するので、調査の上、記

録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立ての事業所から提出された申立人に係る賃金

台帳及び雇用保険の記録から、申立人は、申立ての事業所に平成 13 年 10

月 18 日に入社したことが確認できるとともに、申立人が所持する同年 10

月の給与明細書から、申立人が申立ての事業所に当該入社日から勤務し、

給与が支給されていたことが確認できる。 

しかしながら、上記平成 13年 10月の給与明細書では、厚生年金保険料が

控除されていないことが確認できる。 

また、申立ての事業所では、給与の支給については、月末日締めの翌月

10 日支払いで、厚生年金保険料は翌月控除であるとしているところ、申立

人から提出された申立人の勤務期間の全てにわたる給与明細書を検証した

結果、平成 13年 11月から 19年 12月までの給与明細書において厚生年金保

険料が控除されており、この保険料の控除期間は申立人の厚生年金保険の加

入期間と一致していることが確認できる。 

さらに、申立ての事業所における申立人の入社日と厚生年金保険の資格取

得日が相違していることについて、申立ての事業所では、「申立期間①当時

のことを確認できる資料は残っていないが、当時は、入社後、一定の試用期

間を設け、継続して勤務が見込める場合に厚生年金保険に加入させていたと

考えられ、試用期間については保険料控除を行わない取扱いだったと思われ

る。」と説明していることから、申立ての事業所では、入社月の翌月１日を

厚生年金保険の資格取得日とし、入社月については厚生年金保険料を控除し

ない取扱いを行っていたものと推測される。 

このほか、申立人が申立期間①において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金被保険者として申立期間①の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

２  申立人は、申立期間②の標準報酬月額及び申立期間③から⑬までの標準

賞与額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき標準

報酬月額（標準賞与額）を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額及び申立人の報酬月額（賞与額）のそれぞれに基づく標準報酬

月額（標準賞与額）の範囲内であることから、これらの標準報酬月額（標

準賞与額）のいずれか低い方の額がオンライン記録を上回る場合である。 

３ 申立期間②の標準報酬月額については、申立人から提出された平成 13年

11 月から 19 年 12 月までの給与支給明細書により、13 年 11 月、14 年９月

及び 15 年１月から 19 年８月までの各月の給与支給額に基づく標準報酬月

額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも高額であり、また、13 年 12月

から 14 年８月までの期間、同年 10 月から同年 12 月までの期間及び 19 年



９月から同年 12月までの期間の各月の給与支給額に基づく標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と同額であることが確認できるが、当該給

与支給明細書の厚生年金保険料控除額を見ると、各月の控除保険料額に基

づく標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額であることか

ら、特例法による保険給付の対象には当たらない。 

４ 申立期間③及び④の標準賞与額については、申立人から提出された平成

15年７月及び同年 12月の給与支給明細書における賞与総支給額に基づく標

準賞与額は、オンライン記録の標準賞与額と同額であり、また、厚生年金

保険料控除額に基づく標準賞与額は、オンライン記録の標準賞与額と同額

となっていることが確認できることから、特例法による保険給付の対象に

は当たらない。 

５  申立期間⑤から⑦まで及び申立期間⑨から⑬までの標準賞与額について

は、申立人から提出された平成 16年７月から 19年 12月までの給与支払明

細書における賞与総支給額に基づく標準賞与額は、オンライン記録の標準

賞与額よりも高額であることが確認できるが、厚生年金保険料控除額に基

づく標準賞与額は、オンライン記録の標準賞与額と同額であることから、

特例法による保険給付の対象には当たらない。 

６  申立期間⑧の標準賞与額については、オンライン記録に記録されていな

いところ、申立人から提出された平成 17年８月の給与支給明細書を見ると、

厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

７ 申立人から提出された給与支給明細書における給与等支給額及び保険料

控除額と、オンライン記録の標準報酬月額及び標準賞与額に係る記録を検

証した結果、オンライン記録の申立人に係る標準報酬月額及び標準賞与額

について不合理な訂正処理をされた形跡は無い。 

また、申立ての事業所では「申立期間③から⑬までに係る賞与支払届につ

いては、賞与総支給額の内訳の一部である特別手当は届出に該当しない項目

と思い、算入していなかった。」と説明しており、当該期間に係る当時の賞

与支払届においても、賞与総支給額のうち、賞与のみの金額が記載され、特

別手当が記載されていないことが確認でき、事業主は申立期間に係る標準報

酬月額及び標準賞与額について、適正な届出を行っていなかったことがうか

がえる。 

８ このほか、申立期間②から⑬までについて、申立人の主張する標準報酬

月額又は標準賞与額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②から⑬までについて、申立人が主張する標準報酬月額又は標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。



広島厚生年金 事案 1947 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 28年７月７日から同年９月１日まで 

私は、高校を卒業後、昭和 28年７月７日にＡ社に入社し勤務していた。 

会社では、私の入社年月日は昭和 28 年７月７日として管理されており、

雇用保険の資格取得日も同日付けとなっているのに、ねんきん特別便を見る

と、厚生年金保険の資格取得日が同年９月１日となっている。 

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いのは納得できないので、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された退職金支払明細書、雇用保険被保険者証などにより、

申立人が昭和 28年７月７日に申立ての事業所に入社したことが確認できる。 

しかしながら、申立ての事業所から提出された厚生年金保険被保険者資格取

得届により、申立ての事業所では、申立人の厚生年金保険の資格取得日を昭和

28 年９月１日として届け出ていることが確認できるところ、当該資格取得日

は、申立人から提出された厚生年金保険被保険者証、申立人に係る厚生年金保

険被保険者台帳（旧台帳）及び申立ての事業所の健康保険厚生年金保険事業所

別被保険者名簿に記録されている資格取得日と一致している。 

また、上記被保険者資格取得届には、申立人と同様に、厚生年金保険の資格

取得日が昭和 28 年９月１日で、同一部署に配属されたとみられる６人（申立

人が記憶する同僚３人を含む。）が記載されているところ、この６人及び申立

人が記憶する別の同僚１人を含む２人の計８人のうち、雇用保険の加入記録が

確認できる６人は、いずれも申立人と同様に、28 年７月に雇用保険の被保険

者となっていることが確認できることから、申立ての事業所では、申立人と同

時期に入社した従業員については、入社月の２か月後の月初日を厚生年金保険

の資格取得日とする取扱いとしていたことがうかがえる。 

さらに、申立人が記憶する上記同僚４人を含め、申立人と同時期に入社し、

申立人と同日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している同僚８人に照会



した結果、回答が得られた６人のうち３人は、入社日と厚生年金保険の資格取

得日が異なることについて、「試用期間等の会社の取扱いによるものだった思

う。」としている。 

加えて、申立人は、申立期間において給与から厚生年金保険料が控除されて

いたとする明確な記憶は無く、上記同僚６人からも、入社日から厚生年金保険

の資格取得日までの期間において厚生年金保険料が給与から控除されていた

とする具体的な供述は得られない上、申立ての事業所の後継事業所では、当時

の関係資料は残っておらず、申立期間当時の従業員に係る厚生年金保険の適用

状況及び保険料の控除等については不明としている。 

なお、申立ての事業所の健康保険組合では、申立人の健康保険組合の資格取

得日は入社日と同じ昭和 28 年７月７日としているが、申立人と同時期に入社

した同僚の記録は残っていないとしているため詳細は不明であるが、同健康保

険組合では、申立ての事業所における厚生年金保険の取扱いとは別に、現場作

業に従事する従業員については、入社と同時に健康保険組合に加入させる取扱

いを行っていたものと推測される。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



広島厚生年金 事案 1948 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 28年 10月 26日から 29年４月 12日まで 

② 昭和 29年 10月 24日から同年 11月１日まで 

③ 昭和 30年６月 18日から同年９月 27日まで 

④ 昭和 30年 10月 24日から同年 11月１日まで 

⑤ 昭和 33年９月１日から同年 10月 24日まで 

⑥ 昭和 34年５月 22日から同年８月 29日まで 

⑦ 昭和 36年５月 20日から同年８月 29日まで 

私は、昭和 28年 10月にＡ社の船の臨時作業員として契約し、20回以上乗

船したが、申立期間①、③、⑥及び⑦については、乗船した期間の船員保険

の加入記録が全く無く、申立期間②、④及び⑤については、乗船日と船員保

険の資格取得日が相違している。 

申立期間①については、昭和 28年 10月に初めて臨時作業員としてＢ丸に

乗船したが、何も分からず背広のまま作業した苦い思い出があり、乗船した

のは間違いないのに船員保険の加入記録が全く無い。 

申立期間②及び④については、出港前の船に乗り込み、出漁準備のために

大量の物資の積込み作業に従事していた期間の船員保険の加入記録が無い。 

申立期間③については、Ｃ丸に乗船し、Ｄ社との共同出漁で出漁した期間

であるが、船員保険の加入記録が全く無い。 

申立期間⑤については、Ｅ丸がＦ社Ｇ造船所にドック入りし、自分は保安

要員として乗船していた期間であるが、この期間の船員保険の加入記録が無

い。私は、昭和 33 年 10 月＊日に結婚式を挙げ、Ｅ丸が同年 10 月下旬に、

ドックを出てＨ港まで移動した際、新婚旅行を兼ねて妻も乗船したので、こ

の期間のことははっきり覚えている。 

申立期間⑥及び⑦については、Ｅ丸又はＢ丸が出漁した際に自分も乗船し



た期間であるが、船員保険の加入記録が全く無い。 

当時の船員手帳は残っていないが、いずれの申立期間もＡ社の船に乗船し

ていた期間であることは間違いないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立ての事業所から提出された「船舶出入港一覧表」

の記録により、申立ての船舶であるＢ丸が昭和 28 年 10 月に出港し、29 年

４月に入港したことは確認できる。 

しかしながら、申立期間①については、同事業所から提出された「Ｂ丸作

業員名簿」（昭和 28年）には申立人の名前は無い上、申立人に係る「作業員

原簿」にも乗船記録は無い。 

また、申立ての事業所では、昭和 22 年以降の船員保険被保険者資格取得

届及び同資格喪失届を保管しているが、申立人の申立期間①に係る資格取得

届及び資格喪失届は見当たらないとしている。 

さらに、申立ての事業所の船員保険被保険者名簿には、昭和 28 年 10 月

24 日に被保険者資格を取得した者が 221 人確認できるが、名簿の整理番号

に欠番は無く、申立人の名前は無い。 

加えて、申立人が一緒に乗船したと記憶する同僚の一人は、申立人と一緒

に乗船したことを覚えているとしているが、具体的な乗船期間が特定できる

供述は得られない上、申立人が記憶している作業班長及びその他の作業員の

名前は、申立期間①に係る「Ｂ丸作業員名簿」のほか、申立人の船員保険の

加入記録がある翌年の「Ｂ丸作業員名簿」（昭和 29年）にも記載されている

ことから、申立人が申立期間①に乗船していたとは考え難い。 

２ 申立期間②について、「Ｂ丸作業員名簿」の記録により、申立人が臨時作

業員として乗船したことは確認できるところ、申立人は、Ｂ丸の出漁準備

のため、申立期間②当時から乗船していたとしている。 

しかしながら、申立人に係る「作業員原簿」の乗船日の記録及び申立ての

事業所が保管する申立人の船員保険被保険者資格取得届の資格取得日は、い

ずれも昭和 29年 11月１日となっており、オンライン記録と一致している。 

また、Ｂ丸の出港日は、昭和 29年 11月３日であることが「船舶出入港一

覧表」により確認できる上、申立ての事業所では、「申立人は、出漁準備の

ため、出港日前から準備作業に従事していたものと思われるが、臨時作業員

については、出港日の数日前から船員保険の被保険者としていた。」として

おり、申立ての事業所の船員保険被保険者名簿を確認したところ、申立人と

同じ同年11月１日に船員保険の被保険者資格を取得した者が81人確認でき

ることから、臨時作業員については、同日に被保険者資格を取得させたもの

と推認される。 

３ 申立期間③について、申立ての事業所から提出された「船舶出入港一覧



表」には、申立ての船舶であるＣ丸が出漁した記録は無い上、申立人に係

る「作業員原簿」にも当該期間に係る乗船記録が無いことが確認できる。 

また、申立ての事業所の船員保険被保険者名簿により、船が出漁した際に

は、約 200 人の船員保険被保険者が資格取得していることが確認できるが、

昭和 30 年６月に船員保険の被保険者資格を取得した者は６人のみであり、

当該期間に申立ての船舶が出漁した事実はうかがえない。 

４ 申立期間④について、申立人はＢ丸において、出漁準備のため、申立期

間④当時から乗船していたとしているが、申立人に係る「作業員原簿」の

乗船日及び申立ての事業所が保管する申立人の船員保険被保険者資格取得

届の資格取得日は、いずれも昭和 30 年 11 月１日となっており、オンライ

ン記録と一致している。 

また、Ｂ丸の出港日は、昭和 30年 11月２日であることが「船舶出入港一

覧表」により確認できるところ、申立期間②と同様に、申立ての事業所の船

員保険被保険者名簿では、申立人と同じ同年 11 月１日に船員保険の被保険

者資格を取得した者が 106 人確認できることから、臨時作業員については、

同日に被保険者資格を取得させたものと推認される。 

５ 申立期間⑤について、Ｅ丸が昭和 33 年 10 月頃、Ｆ社Ｇ造船所にドック

入りしていたことは同僚の供述から推認できるとともに、申立人に係る「作

業員原簿」の記録により、同年９月 30日から 34年４月 15日まで、申立人

が申立ての事業所に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立人が記憶する同僚は、「Ｅ丸がドック入りしていた期

間は、10 人から 20 人程度の乗組員がいた。」と供述しているところ、申立

ての事業所の船員保険被保険者名簿により、昭和 33年９月 15日に船員保険

の被保険者資格を取得している者が、申立人が同僚であったと記憶する者を

含め７人確認できるものの、この７人はいずれも本作業員であったことがそ

れぞれの作業員原簿の記録などから確認できる上、当該被保険者名簿には、

臨時作業員であった申立人及び申立人が記憶する他の同僚の名前は無い。 

また、申立ての事業所では、上記期間に船員保険の被保険者記録のある７

人について、Ｅ丸がドック入り期間中に乗船していた期間のものであるか否

かについては、ドック入り期間中の乗組員の名前や船員保険の加入状況に係

る当時の関係資料が無いため不明としており、申立人の勤務実態及び船員保

険の適用状況等を確認することができない。 

６ 申立期間⑥について、申立ての船舶であるＥ丸は、申立ての事業所から

提出された「船舶出入港一覧表」には、出漁した記録は無い上、申立人に

係る「作業員原簿」にも当該期間に係る乗船記録が無いことが確認できる。 

また、Ｅ丸は昭和 31 年６月に出漁していることが「船舶出入港一覧表」

により確認できるところ、申立ての事業所の船員保険被保険者名簿により、

この際の船員保険被保険者が 180人以上確認でき、申立期間⑥の始期である



34年５月に船員保険の被保険者資格を取得した者は 21人いるが、当該時期

にＥ丸が出漁した事実はうかがえない。 

７ 申立期間⑦について、申立期間⑥と同様、申立ての事業所から提出され

た「船舶出入港一覧表」に、申立ての船舶であるＢ丸及びＥ丸が出漁した

記録は無い上、申立人に係る「作業員原簿」にも当該期間に係る乗船記録

が無いことが確認できる。 

また、申立期間の始期である昭和 36 年５月に船員保険の被保険者資格を

取得した者は 23 人であり、当該時期に申立ての船舶が出漁した事実はうか

がえない。 

８ 一方、申立ての事業所では、「昭和 22 年以降の船員保険被保険者資格取

得届は全て保管しているが、申立人の申立期間における船員保険被保険者

資格取得届は無く、船員保険の被保険者となっていない申立人の給与から

船員保険料を控除することは無い。」としている。 

また、申立人は、自らの乗船期間と船員保険加入期間が異なるとして申し

立てているが、申立期間において船員保険料が給与から控除されていたとす

る具体的な記憶は無い上、当時の船員手帳を持っておらず、申立人の申立期

間に係る勤務実態及び船員保険の適用状況等について確認することができ

ない。 

このほか、申立期間において船員保険料を事業主により給与から控除され

ていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。



 

 

広島厚生年金 事案 1949 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 22年９月から 23年 11月頃まで 

私は、昭和 22 年９月にＡ社内にあったＢ社に先に入社していた同僚の紹

介で入社し、23年 11月頃に退職した。 

ねんきん特別便では、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無いので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の後継会社から提供された「社史」により、申立人が従事した業務内容

の時期、同社の下請会社の集まりである協力会の会長に申立人が記憶する申立

ての事業所の当時の事業主が就任していることが確認できること、申立人が記

憶する複数の同僚の厚生年金保険の加入記録が申立ての事業所の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿により確認できることなどから、勤務期間は特定でき

ないものの、申立人が申立ての事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立ての事業所は、昭和 23 年９月に設立登記されているこ

とが商業登記簿により確認できるとともに、オンライン記録によれば、25 年

12月１日に厚生年金保険の適用事業所となっていることから、申立期間当時は

適用事業所となっていなかったことが確認できる。 

また、申立人が申立ての事業所に先に入社していたとする同じ職種の同僚及

び事務担当者等の資格取得日は、申立ての事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿により、申立ての事業所が適用事業所となった昭和 25年 12月１日と

なっていることが確認できる上、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧

台帳）には、申立期間の厚生年金保険の加入記録は無い。 

さらに、申立ての事業所の申立期間当時の事業主の子息は、「申立期間当時

の社長は既に死亡しており、申立ての事業所は平成12年に解散しているため、

当時の資料は無く、申立人の勤務期間及び保険料控除については不明である。」

としており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況等について確認す

ることができない。 



 

 

加えて、申立人には、申立期間において給与から厚生年金保険料を控除され

ていたとする具体的な記憶は無く、申立人が記憶する他の同僚は、「厚生年金

保険料は適用事業所になった後から控除された。」と回答している。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。



 

 

広島厚生年金 事案 1950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和５年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 25年 12月 31日から 26年８月 16日まで 

私は、叔父がＡ社のＢ丸の船長をしていたので、昭和 23 年４月に同社に

入社し、Ｂ丸に乗船した。 

Ａ社は、昭和 24 年９月にＣ市のＤ社に保有船舶を一括売船したので、私

も乗船していた船舶とともに同社に移籍した。 

昭和 25 年９月から同社のＥ丸に乗船していたところ、時期ははっきり覚

えていないが、同船はエンジン故障を起こし、防波堤の中に係留されたため、

同船の乗組員はいなくなったが、自分一人は残って同船を管理していた。 

私が所持している船員手帳には、昭和 26年７月 31日に同社船員課の職員

が管轄海運局で申立期間に係る雇止公認の手続をしたこと、及び同年８月１

日付けで有給休暇が 16 日付与されていることが記載されており、同月 16

日までは申立ての事業所での雇用期間であったはずなので、調査の上、船員

保険の加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する船員手帳には、Ｅ丸に係る雇入年月日は昭和 25年９月 11

日、雇止年月日は 26年７月 30日と記載され、それぞれ管轄海運局の公認印が

押されており、有給休暇付与関係欄には、勤務期間は 24年 11月 22日から 26

年７月 31日までと記載され、同年８月１日に有給休暇 16日が付与されている

ことが記載されていることから、申立人が申立期間においてＥ丸に乗船し、申

立ての事業所との雇用関係が継続していたことは確認できる。 

しかしながら、申立ての事業所の船員保険被保険者名簿によると、申立ての

事業所は、昭和 24 年９月９日に船員保険の適用事業所となっていることが記

録されており、新規適用時の同年９月から 25 年８月までの間に被保険者資格

を取得した者が、申立人及び申立人が記憶する当時の船長を含め 78 人確認で

きるところ、これらの全員が申立期間の始期である同年 12 月末日までに被保

険者資格を喪失しているとともに、同日以降の被保険者が14人確認できるが、



 

 

これらの者はいずれも同年９月以降に新たに被保険者資格を取得した者で、い

ずれの者もその後順次被保険者資格を喪失し、26 年５月 20 日には被保険者が

いなくなっていることから、申立ての事業所が船員保険の適用事業所でなくな

った時期は確認できないが、同事業所は、この時点で実質的に船員保険の適用

事業所でなくなっていたものと推測される上、25年 12月 31日から 26年５月

20日までの資格取得者の船員保険被保険者証記号番号には欠番は無く、申立人

の名前も無い。 

また、申立ての事業所の被保険者の一人は、「当時、申立ての事業所では食

料費だけが支給され、給与の遅配が続いた。」と供述していることから、申立

ての事業所は、経営上の理由等から昭和 25 年 12 月から 26 年５月にかけて事

業の整理・縮小が行われ、従業員の船員保険の加入についても順次取り止めた

ものと推測される上、申立人が所持する船員手帳の船員保険関係欄には、24

年９月９日の資格取得日及び同年 11 月 1 日の標準報酬月額の変更については

記載されているものの、その後の標準報酬月額の変更及び資格喪失日の記載は

無いことから、申立期間において、申立人が船員保険の被保険者であったこと

を確認することはできない。 

さらに、申立人は、Ｅ丸がエンジンの故障により防波堤内に係留されていた

間、船の管理のため乗船していたと主張しているが、所管運輸局では、「長期

係留中の船舶の保安要員は、船長が当たることが原則であるが、特例許可があ

れば機関長等海技免状を持った者が当たる。」としているところ、申立人は申

立期間当時保安要員としての資格は保有していない上、同運輸局では、長期係

留の際に必要な申立期間当時の船舶検査証書は保存年数が経過しているため

残っていないとしており､当該船舶の係留期間は確認できない。 

加えて、申立ての事業所は、既に船員保険の適用事業所ではなくなっている

上、商業登記簿によれば昭和 49年 10月１日に解散し、当時の事業主及び役員

等は所在不明であり、申立期間当時の申立ての事業所の被保険者に聴取しても、

当時の具体的な状況に係る供述は得られないため、申立期間当時の申立人の勤

務実態及び船員保険の適用状況等を確認することはできない。 

なお、船員手帳の雇入契約の記載内容は、船員法において海上労働の特殊性

を考慮し労働者保護の実効性を期すため、船員が船舶に乗り込む前に行政庁が

あらかじめ船員手帳に記載された労働条件の適法性等を確認するために設け

られたものであり、船員手帳に記載されている雇入期間は必ずしも船員保険の

加入期間と一致するものではないとされていることから、申立人についても、

船員手帳に申立ての事業所における雇入及び雇止の期間の記載が確認できる

ことをもって、当該期間に船員保険に加入していたものと認めることはできな

い。 

このほか、申立人が申立期間において船員保険料を事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1951 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 51年９月 10日から 52年 11月 14日まで 

私のＡ社に係る厚生年金保険の被保険者記録（昭和 52年 11 月 14 日資格

取得、55 年７月１日資格喪失）は、社会保険事務所（当時）から記録が見

つかったとの連絡があり、最近追加されたものである。 

しかし、同社には、昭和 49年８月頃から勤務しており、同社の寮の住所

に住民登録した昭和 51年９月 10日に、同社から健康保険証が交付された記

憶があり、申立期間において厚生年金保険に加入していたと思うので、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立ての事業所に勤務していた時は、会社の寮に居住していた。」

と供述しているところ、申立人は、昭和 51 年９月 10日から申立ての事業所の

寮の所在地を住民登録していたことが戸籍の附票により確認できることから、

申立期間において申立ての事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立ての事業所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得届及び同資格喪失届により、申立ての事業所は、申立人について昭和 52

年 11月 14日資格取得、55年７月１日資格喪失の届出を社会保険事務所に行っ

たことが確認できる上、オンライン記録及び申立ての事業所の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿における資格取得日及び資格喪失日も当該届出の日と一

致している。 

また、申立ての事業所の事業主は、「申立期間当時、短期間で退職する従業

員が多かったので、勤務状況を見極めた上で厚生年金保険に加入させており、

入社後すぐには加入させていなかった。」と回答している。 

さらに、申立期間当時の同僚に聴取しても、申立期間において申立人の給与

から保険料が控除されていたことをうかがわせる供述は得られず、申立ての事



                      

  

業所では、「厚生年金保険に加入させる以前に保険料を控除することはあり得

ない。」とし、このほかに申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  



                      

  

広島厚生年金 事案 1955 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 32年 11月から 46年４月１日まで 

             ② 昭和 46年４月から 55年５月１日まで 

私の夫は、昭和 32年 11月から 46年３月末までＡ社に、同年４月から 55

年４月末までＢ社に、いずれも正社員として勤務した。 

夫は昭和 56 年２月に他界している上、当時の資料等は無いが、勤務して

いたのは間違いないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社では、「当社の社員は、入社後すぐに社会保険

の加入手続を行っているが、当社が保管する労働者名簿及び社会保険関係

の資料の中に申立人に関するものは無いことから、申立人は、現場の応援

に来てもらっていた一人親方ではないかと思う。」としている。 

また、オンライン記録によると、同社の厚生年金保険の新規適用日は、昭

和 36年 10月１日となっていることから、同社は、申立期間のうち 32年 11

月から 36 年９月までの期間については、厚生年金保険の非適用事業所であ

ったことが確認できる。 

２ 申立期間②について、Ｂ社においても、社員であれば入社後すぐに社会

保険の加入手続を行っていたはずであるとしているものの、同社から提出

された従業員名簿に申立人の名前を確認することはできない上、同名簿の

健康保険整理番号に欠番は無い。 

また、申立人を記憶する同社の同僚は、「申立人は、申立期間当時、Ｃ業

を自営していたように記憶しており、現場の応援に来てもらっていたと思

う。」としている。 



                      

  

３ 申立人は、オンライン記録によると、申立期間のうち、国民年金の準備

期間である昭和 35 年 10 月１日に被保険者資格を取得し、36 年４月から死

亡月の前々月まで保険料を全て納付していることが確認できることから、

前述の同僚の供述のとおり、申立人は、申立期間当時、自営業を営んでお

り、申立事業所には勤務していなかったものと考えるのが自然である。 

このほか、申立人が申立期間当時、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



                      

  

広島厚生年金 事案 1957 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 41年８月１日から 44年８月１日まで 

    私の両親がＡ社を経営しており、私は、同社で昭和 41 年８月から 44 年

12 月までの期間及び 48 年２月から平成 11 年４月までの期間働いていた。

母が「厚生年金保険を掛けているから。」と言っていたことを覚えており、

私が 19歳（昭和 41年）のときから結婚する前の昭和 44年８月までの期間

も、厚生年金保険に加入していたと思う。 

    しかし、申立期間が未加入となっているので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所において申立期間に厚生年金保険加入記録のある同僚に照会し

た結果、５人が申立人を知っていると回答し、このうち申立期間内のみに加入

記録がある者が１人いることから、期間は明確ではないものの、申立人が申立

期間において申立事業所に勤務していたことは推認される。 

しかしながら、商業登記簿によると、申立事業所は昭和 42 年３月に法人設

立の登記をしていることから、申立期間のうち 41年８月１日から 42年３月 19

日までの期間は、個人事業主だった申立人の父と同居していた申立人は、原則

として、厚生年金保険の被保険者資格を取得することはできない。 

また、申立人の申立事業所における雇用保険の加入記録を見ると、申立期間

に係る記録は無いところ、申立人は、申立事業所における厚生年金保険の被保

険者資格取得日と同日の昭和 44 年８月１日に雇用保険に加入していることが

確認できる。 

さらに、申立人が一緒に働いていた同僚として名前を挙げた３人の申立事業

所における厚生年金保険の加入期間は、いずれも申立期間以外の期間である上、

当該３人は、申立期間又は申立期間の一部の期間において他社で厚生年金保険

に加入していることが確認でき、そのうちの１人は、「私は、申立期間に申立



                      

  

事業所では働いていなかった。」と回答していることから、当該３人は、申立

期間以外の期間における同僚と考えられる。 

加えて、健康保険厚生年金保険台帳記号番号払出簿を見ると、申立人の厚生

年金保険台帳記号番号は昭和 44 年８月に払い出されていることが確認でき、

当該払出簿及び申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票におい

ても、申立人は、同年８月１日に被保険者資格を取得していることが確認でき

る上、申立人の健康保険番号より前の番号には申立人の原票は見当たらず、欠

番も無い。 

このほか、申立事業所は既に解散し、関係資料は残っておらず、当時の事業

主も、既に死亡しており、申立期間当時の状況について聴取することはできな

い上、申立人も、申立期間当時、給与明細書はもらっていなかったと供述して

いるなど、申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1958 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 12年 11月から 16年５月頃まで 

私は、平成 12 年 11 月から 16 年５月頃までＡ市Ｂ区にあったＣ社に正社

員として勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていた。 

しかし、申立期間について、厚生年金保険の被保険者記録が全く無く、納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所の元事業主の申立人に係る回答、及び申立人が申立期間当時の正

社員として名前を挙げた同僚の厚生年金保険の被保険者記録により、申立人が

申立事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、元事業主は、「申立人から、年金は自分で別の制度に加入し

ているから加入しなくてもいいと申出があったので、申立人は厚生年金保険に

加入させておらず、厚生年金保険料も控除していない。」と回答している。 

また、元事業主は、「申立人は、アルバイトの扱いだった。」としているとこ

ろ、申立人がアルバイトの扱いだったとして名前を挙げた同僚５人は、いずれ

も申立事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できないことから、申

立事業所は、アルバイトの扱いだった者は厚生年金保険に加入させていなかっ

たことがうかがわれる。 

さらに、申立人の申立事業所に係る雇用保険の加入記録は無く、申立事業所

が加入するＤ厚生年金基金も、｢申立人に該当する記録は無い。｣と回答してい

る。 

加えて、申立事業所は倒産しているため、申立期間当時の資料は残っておら

ず、当時の申立人に係る厚生年金保険の適用状況等を確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1959 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 47年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成７年７月１日から８年３月 31日まで 

私は、Ａ事業所において平成３年３月 28日から８年３月 30日まで継続し

て勤務していた。 

それにもかかわらず、同事業所での資格喪失日が平成７年７月１日になっ

ているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が発行した在籍証明書、申立事業所が保管する出勤明細簿及び雇

用保険の被保険者記録により、申立人は、申立期間に申立事業所に勤務してい

たことが確認できる。 

しかしながら、申立事業所は、「当時の資料を確認したが、申立人の申立期

間に係る厚生年金保険料は控除していなかった。」と回答している。 

また、申立人は、申立期間中も申立事業所に係る健康保険被保険者証を持っ

ていたと主張しているところ、オンライン記録によると、健康保険被保険者証

は平成７年７月 18日に回収されていることが確認できる。 

さらに、申立人は、申立事業所における勤務期間のうち、最後の１年間（平

成７年４月から８年３月まで）について、「実習があった。実習期間は、夜勤

や土日の勤務を中心にしていた。」と供述しているところ、申立事業所は、「勤

務時間はわずか（３時間以下）であった。そのため厚生年金保険には未加入だ

ったと思われる。」とし、当時の同僚も、「実習期間は、昼間の勤務ができなく

なることから、申立事業所では、正社員であってもパート扱いにして厚生年金

保険料を控除せず、本人の手元にお金が残るような取扱いをしていた。」と回

答している。 

加えて、申立人は、給与から厚生年金保険料が控除されていたか否か覚えて

いない上、申立期間において厚生年金保険料が給与から控除されていたことを



                      

  

確認できる資料を所持していない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1960（事案 275、710の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 12年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨  

申 立  期 間 ：  ① 昭和 29年４月１日から 31年 11月１日まで 

             ② 昭和 31年 11月１日から 32年 11月 22日まで 

             ③ 昭和 33年６月１日から 34年１月５日まで 

         ④ 昭和 34年１月８日から 38年１月１日まで 

私は、年金の手続に行った際、申立期間の脱退手当金が支給されていたこ

とを知った。 

    しかし、当時は脱退手当金という制度があることを知らなかったし、脱退

手当金を請求した覚えも無い。 

    最後に勤務したＡ社の当時の社長に確認したところ、「代理請求していた

かもしれない。」との回答を得たが、もし、会社が勝手に請求したのであれ

ば、それは犯罪であり、許すことはできない。 

    新たな資料は無いが、再度、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人及び申立事業所において脱退

手当金の支給記録がある同僚８人の全員が退職後７か月以内に脱退手当金を

受給していることが確認できることから、事業主による代理請求がなされたも

のと考えられること、ⅱ）申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、

脱退手当金が支給されたことを示す表示が記されていること、ⅲ）脱退手当金

の支給額に計算上の誤りは無いことなどから、一連の脱退手当金支給事務に不

自然さはうかがえないとして、既に当委員会の決定に基づき、平成 20年 10月

２日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

また、その後、申立人は、脱退手当金を受け取っていないことを示す資料と

して新たに申立期間当時の経理担当者の証言内容を提出したが、その内容は、

申立事業所が申立人の脱退手当金について代理請求を行っていたことを認め



                      

  

るものであり、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当

たらないことから、既に当委員会の決定に基づき、平成 21年７月 23日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人から脱退手当金を受け取っていないことを示す新たな資料の提

出は無いが、再度、調査をしてほしいということで申立人は申立てをしている。 

ところで、年金記録確認第三者委員会は、「年金記録に係る申立てに対する

あっせんに当たっての基本方針」（平成 19 年７月 10日総務大臣決定）に基づ

き、公正な判断を示すこととしており、判断の基準は、「申立ての内容が、社

会通念に照らし「明らかに不合理ではなく、一応確からしいこと」」とされて

いる。 

脱退手当金の申立事案は、年金の記録には脱退手当金が支給されたことにな

っているが申立人は脱退手当金を受け取っていないというものである。脱退手

当金が支給される場合は、所定の書面等による手続が必要とされているが、本

事案では保存期間が経過してこれらの書面等は現存していない。それゆえ、脱

退手当金の支給を直接証明付けられる資料が無い中で、年金の記録の真実性を

疑わせるような記録内容の不自然な矛盾が存しないか、脱退手当金を受け取っ

ていないことをうかがわせる事情が無いかなどいわゆる周辺の事情から考慮

して判断をしなければならない事案である。 

本事案では、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾

は見当たらず、事業主による代理請求がなされたものと考えられること、申立

人の被保険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味する表示が記

されていること、支給額に計算上の誤りが無いことなどから、むしろ脱退手当

金が支給されていることをうかがわせる周辺事情が存在し、一方で申立人が脱

退手当金を受け取っていないことをうかがわせる周辺事情が見当たらない。 

したがって、申立人から脱退手当金を受け取っていないことを示す新たな資

料の提出は無く、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらないことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していない

ものと認めることはできない。 

 

  



                      

  

広島厚生年金 事案 1962 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 46年８月２日から同年 10月 20日まで 

私は、昭和 46年８月２日にＡ事業所に臨時社員として採用され、同年９

月 16日にはＢ事業所に転勤となり、同年 10月に正社員になったが、申立期

間について、給与から厚生年金保険料を控除されていたにもかかわらず、厚

生年金保険の加入記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ事業所から提出された在職証明書により、申立人は、申立期間において申

立事業所に臨時社員として勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、申立事業所は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所と

しての記録は無い上、申立事業所を統括していたＤ事業所は、申立期間当時、

厚生年金保険の適用事業所となっていたことから、同事業所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票を確認したが、申立期間において欠番は無く、申立人

の名前も見当たらない。 

また、申立人が記憶するＡ事業所の給与事務を担当していた同僚は、「私が

勤務した昭和 28年から 58年７月までの間、Ａ事業所において、職員の給与か

ら厚生年金保険料を控除した記憶は無い。」とし、また、別の同僚は、「私が、

Ｅ事業所で臨時社員として勤務した期間については、厚生年金保険の加入記録

は無く、給与から厚生年金保険料も控除されていなかった。また、当時の所長

から、臨時社員で厚生年金保険に加入しなくても、退職金には影響が無い旨の

説明を受けた。」と供述している上、当該同僚の厚生年金保険の加入記録は無

い。 

さらに、申立事業所の当時の所長は既に死亡しており、Ｂ事業所の同僚につ

いては所在が不明のため申立内容を裏付ける供述が得られず、ほかに申立人が



                      

  

申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこ

とをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より控除されていたことを認めることはできない。 

 


